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研究要旨；沖縄県では多くの離島僻地が存在し、かつ肝臓専門医が勤務しない

地域が多い。そのような環境の中で肝炎医療コーディネーター（肝炎 Co.）の活

動に関して①問診票作成、②各地域での情報提供などの底上げの実践、の二点

に関して支援を行いその効果に関して検討した。 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 肝臓病患者さんにはウイルス性肝炎

や自己免疫性肝疾患、アルコール性肝

疾患を含む生活習慣関連肝疾患など多

くの原因があり、かつそれぞれにおい

て非活動性肝炎状態から、慢性肝炎、肝

硬変、肝がんなど多くの病態がある。従

って肝臓病患者さんと言っても様々な   

症状を有している可能性が高く、これ

らの症状を患者さん毎に、細かく把握

することが今後の診療に重要となる。 

①その活動の重要な一助となるような

肝炎 Co.が利用する問診票を作成する

こと。 

②へき地離島などで肝炎ウイルスを含

む肝臓病患者さんへ対応する肝炎 Co.

への情報提供を通した活動支援するこ

とにより、地域の肝臓病診療の底上げ

に寄与することを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

 

 ①研究初年度に問診票案を作成し、2 

年目には沖縄県内で適宜開催している 

肝炎 Co.の勉強会で提示、さらなる意見

聴取後に試用版を作成した。それを最

終年度に各肝炎 Co.に試用してもらい

評価していただいた。 

②肝臓専門医が勤務していない地域

へ拠点病院専門医が出向き、勉強会を

開催しながら情報交換を行った。 

Ｃ．研究結果 

 ①保健師など地域の肝炎 Co.は転勤

や配置転換があり、肝炎 Co.としての活

動が継続できない場合が多く、問診票

作成に責任を持って対応できないこと

が意見された。そのため問診票に関し

ては専門医療機関の肝炎 Co.が使用す

ることが有用と考えられた。 

 ②沖縄県内の各離島で勉強会を開催

し情報提供と地域の実情を把握した。 
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Ｄ．考察 

①問診票試用の利点としては患者さ

んの待ち時間の有効活用になったこと、 

及び診療する際に医師の情報収集に役

立った。しかし肝炎医療 Co.にとって問

診項目の多さにさらなる改善の必要性

が考えられた。今回の問診票作成では

情報が多い利点と欠点のバランスが今

後の課題として見えてきた。 

②拠点病院専門医が各地域で勉強会

を行った場合、単に情報提供だけでは

なく、各肝炎 Co.の方々ができるだけ気

軽に専門医へ相談できることが明確に

なった。 

Ｅ．結論 

①各地域の肝炎医療 Co.の利用する

問診票に関しては各地域の肝疾患の特

徴を考慮しながら作成するべきである

が、項目数が多くなりすぎず、十分な情

報が得られるような工夫が必要であっ

った。特に肝炎ウイルス以外の生活習

慣に関連した項目をどのように組み込

むか、こちらも今後検討する必要があ

った。 

②今回の検討では肝炎 Co.への単な

る情報提供のみではなく、拠点病院専

門医との連携構築が重要であることが

判明した。特に気軽に相談ができる関

係構築は各地域の肝臓病診療の向上に

不可欠となる可能性が見えてきた。 

Ｆ．健康危険情報 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

 2.  学会発表 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 
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